予算要求資料
平成２５年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　項：保健体育費　目：体育施設費　　　
	事業名　岐阜メモリアルセンター施設整備事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　教育委員会　スポーツ健康課　企画管理係　電話番号：058-272-1111（内3035 ）

　　　　　　　E-mail：c17769@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　　237,214千円（前年度予算額：112,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	112,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	112,000

	要求額
	237,214
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	237,214

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
岐阜メモリアルセンターの各施設は建設から２０年以上が経過している。建設当初の整備設備で、耐用年数を超えながら修繕により延命している自動火災報知設備や非常放送設備のうち、ぎふ中部未来博（昭和６３年）後に完成したエリア内設備の更新を行う。

また、ほかにも耐用年数を超えた設備や不具合が生じている設備があり、施工しない場合に施設利用者の人命に関わるものや、大会運営が不可能になるものがあるため、改修・補修を行う。

（２）事業内容
　　　  ①岐阜メモリアルセンターの改修工事

　　　　　　自動火災報知設備更新（２期）　

　　　　　　非常放送設備更新（２期）　　　

　　　　　　非常用発電設備ｵｰﾊﾞｰﾎｰﾙ　 　　

　　　　　　直流電源装置改修　　　　　　　

　　　　　　井戸水用量水器取替　　　　　　

        　  競泳用ﾀｲﾑｼｽﾃﾑ修繕改良　　　 　

　　　　　　柔道場観覧席壁面固定修繕　　　 

　　　　　　体育館倉庫扉修繕　　　　　　　 

　　　　　　野球場観覧席防鳥　　　　　　　 

　　　　　　庭球場観覧席屋根材更新　　　　 

　　　　　　本館空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾁﾗｰ更新　　　 

緊急修繕県執行分　 　　 　　　

　　　  ②本館空冷ヒートポンプチラー更新の設計委託

本館空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾁﾗｰ更新設計委託
　
（３）県負担・補助率の考え方

　　  県10／10（県有施設の整備であるため）　
（４）類似事業の有無
　　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	4,297
	本館空冷ヒートポンプチラー更新の設計委託

	工事請負費
	232,917
	事業内容に示すとおり

	合計
	237,214
	


	　決定額の考え方　





事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　センターの施設・設備は、国体前に大部分を改修・更新したが、保守点検で良好な結果を得た設備等は先送りしている。各施設とも竣工から22～25年が経過し、耐用年数超過、法不適合状態、不具合発生などが生じている施設があるため、これらの設備を平成25年度からの5年間で改修・更新する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％


○指標を設定することができない場合の理由
	現行と同等のものへの改修・更新を予定しており、センター利用者の利便性も同レベルで維持されるため、本事業による数値の変動は考えづらい。


（前年度の取組）

	・自動火災報知設備・非常放送設備の更新を実施した。
岐阜メモリアルセンター内の、ぎふ中部未来博（昭和63年）前完成設備（本館、で愛ドーム、ふれ愛ドーム、武道館、相撲場、長良川弓道場、サンサンデッキ）及び庭球場

・長良川球技メドウの給湯設備の更新を実施した。



（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　　設置から20年以上経過し、耐用年数を過ぎている自動火災報知設備・非常放送設備について、中部未来博（昭和63年）前に完成したエリアを中心に第１期更新工事を実施し、施設の安全な運営が出来た。

　　また、消防法改正に伴い、既設非常放送設備は現在の消防法に適合しないため、更新により不適合部分を解消した。
　　故障し湯の出ない長良川球技メドウの給湯設備を更新し、施設利用者の利便性を確保できた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	スポーツ施設・都市公園として、利用者に安全で快適に施設を利用してもらうためには、劣化の進んだ施設・設備を改修・更新する必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	劣化の進んだ施設・設備の更新により、安全・円滑な施設運営が出来た。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	施設整備は、必要最小限の工事を、利用者への制限を極力抑え、効率的に施工した。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
センターの施設・設備は、平成24年度に開催された国体前に大部分を改修・更新したが、保守点検で良好な結果を得た設備等は先送りしている。

各施設とも竣工から22～25年が経過し、耐用年数を超えた設備や不具合が生じている設備があり、施工しない場合に施設利用者の人命に関わるものや、大会運営が不可能になるものがあるため、引き続き施設整備費を要望し、改修・補修を行う。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

・自動火災報知設備及び非常放送設備更新の第２期分をはじめ、耐用年数を過ぎているものや故障が発生しているものについて、施設整備費を要求する。



財政課で記載します。








